
財務諸表に対する注記 

 

１． 重要な会計方針 

 

(１) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券については、原価法によっております。 

②その他有価証券 

時価のある有価証券については、期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。また、時価のない有

価証券については、移動平均法による原価法によっております。 

    ③「退職資金事業積立資産」内の信託受益権の評価は、決算日の時価によっております。 

 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

    定額法によっております。 

   

(３) 引当金の計上基準 

①退職資金事業引当金の考え方 

    ⅰ）退職資金事業引当金は、私立学校の設置者に対し、その私立学校に勤務する教職員に支給する退職資金

に必要な資金の交付に備えて、当年度の期末退職資金の要支給額を基準に繰入れております。なお、退職

資金事業運営規定において、退職資金事業引当金は保有する退職資金事業積立資産の総額を上限とする

旨規定されているため、当年度末における退職資金事業引当金は退職資金事業積立資産と同額になって

おります。 

      ⅱ）退職資金事業に登録されている教職員全員が退職したと仮定した場合に必要となる期末退職資金の要支

給額は、平成 28 年 3 月 31 日現在、40,738,030,087 円となっております。 

      

②退職給付引当金については、職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務(期末自己都合

要支給額)を計上しております。 

 

(４) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。  

 

(５) 消費税の処理方法 

     消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっております。 

 



　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。

(単位：円)

科  　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基 本 財 産

　土地 17,667,700 0 0 17,667,700

　普通預金 5,364,772 3,335,316 0 8,700,088

  定期預金 100,075 25 0 100,100

  未収金 312,642 276,398 312,642 276,398

　投資有価証券 79,096,540 25,199,870 15,256,240 89,040,170

小　　計 102,541,729 28,811,609 15,568,882 115,784,456

特 定 資 産

　退職資金事業積立資産 12,974,345,577 14,176,589,120 13,363,954,802 13,786,979,895

　退職給付積立資産 1,000,000 3,870,870 1,916,344 2,954,526

　受入保証金積立資産 3,727,000 0 0 3,727,000

小　　計 12,979,072,577 14,180,459,990 13,365,871,146 13,793,661,421

合　　計 13,081,614,306 14,209,271,599 13,381,440,028 13,909,445,877

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。

(単位：円)

科  　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基 本 財 産

　土地 17,667,700 17,667,700 0 0

　普通預金 8,700,088 8,700,088 0 0

  定期預金 100,100 100,100 0 0

  未収金 276,398 276,398 0 0

　投資有価証券 89,040,170 89,040,170 0 0

小　　計 115,784,456 115,784,456 0 0

特 定 資 産

　退職資金事業積立資産 13,786,979,895 0 0 13,786,979,895

　退職給付積立資産 2,954,526 0 0 2,954,526

　受入保証金積立資産 3,727,000 0 0 3,727,000

小　　計 13,793,661,421 0 0 13,793,661,421

合　　計 13,909,445,877 115,784,456 0 13,793,661,421

　該当する資産はありません。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりであります。

(単位：円)

科  　目

　建物 682,367,863 19,725,158 662,642,705

　構築物 22,477,105 1,380,086         21,097,019

　什器備品 147,869,675 34,571,868 113,297,807

　リース資産 3,167,892 377,130            2,790,762

  ソフトウェア 20,428,200 3,965,940         16,462,260

　　　　　　　　　 合　　計 876,310,735 60,020,182 816,290,553

　　該当する事項はありません。

７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、評価金額及び評価損益

　　満期保有目的の債券はありません。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

４．担保に供している資産

６．保証債務等の偶発債務

取得価額 減価償却累計額 当期末残高



８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりであります。

(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の
記載区分

　補助金

　大阪府私立学校

　退職金給付事業補助金

合　　計 ― 431,286,000 431,286,000 ― ― 

９．指定正味財産から一般正味財産への振替

　　該当事項はありません。

10.関連当事者との取引の内容

　（1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は次のとおりです。　　　

(単位：円)

現金預金勘定 307,519,661 145,105,758

△ 237,441,969 △ 75,592,682

現金及び現金同等物 70,077,692 69,513,076

　(2)重要な非資金取引は以下のとおりです。　　　

(単位：円)

　(1)採用している退職給付制度の概要

　(2)退職給付債務に関する事項

(単位：円)

①退職給付債務 2,954,526

②退職給付引当金　 2,954,526

当法人では、大阪府内において、賃貸用不動産を有しております。当期における当該資産等不動産に関する正味財産増減額は、

△77,291,689円（賃貸収入は経常収益に、賃貸費用は経常費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

前期末残高

17,491,024

（注）1　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　2　当期増減額は、主に大阪私学会館の竣工による増加額及び減価償却による減少額であります。

　　　3　当期末の時価は、｢固定資産税評価額｣に基づいて当法人で算定した金額及び建物等の償却資産については、

　　　　　貸借対照表計上額をもって時価としております。

当期末の時価

14.賃貸等不動産関係

当期増減額 当期末残高

667,353,792 684,844,816

貸借対照表計上額

13．退職給付関係

前期末

該当事項はありません。

現金及び現金同等物

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

現金預金勘定

当期末

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

12.重要な後発事象

　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度にもとづく期末自己都合要支給額を基礎として計算しております。

前期末 当期末

992,793,792

　　該当事項はありません。

　　 確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、当法人の退職資金事業である退職資金制度に加入しております。

　(3)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　該当事項はありません。

大阪府
― 431,286,000

11．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

431,286,000 ― ― 

該当事項はありません。


